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研究ノート
農地改革後の労働力構造
－台湾1969～1973年の農業構造の一断面一
市 原 亮 平
邪 鑑 生
は しがき
（1）市原は1967年にはじめて台湾を訪ね，そこでの調査研究をふまえて「耕者有其田と
霧社事件」をかいた（「書評」 1972年9月号)。邪君はそれ以前に通年でわたくしの講義
をききゼミナールにも参加・報告をおこない，現に本学文学部非常勤講師のポストにある
エコノミストであり，すでに台湾で6冊の単行本を上梓している。彼が台湾経済にからむ
原資料を課訳し私と討論をおこない1969-73年間の労働力構造を核にすえて分析したのが
本論の骨子であるが，私は全体に亘り不満な点に訂正と加筆とをおこなった。いま虚心に
「研究ノート」 として提示するが， この紹介をつうじ人は日本の農地改革を内面指導し
た’かのW･ラデジンスキーの表現をかりると「台湾は日本とともにアジアにおける非共
産主義的農地改革の元祖」としての評価をえた，まさにその台湾農地改革ののこした近年
における光と影とを介間みることが可能であろう。 (W・ラデジンスキーは曽ってアメリ
カ農務省対外関係局におり，終戦後は東京の連合国最高司令部付となって日本土地改革を
指導し，台湾のそれにもコミットした。岩波「世界」に1964年「アジアの土地改革」なる
論文をかいているから参照)。
（2） ラデジンスキーのいわゆる’元祖たる「非共産主義的農地改革」の実施によって台
湾経済は農業生産力は増大し「工業化」は達成され経済離陸はおこなわれたであろうか？
（「低開発経済」論よりする「工業化」の意味とそれの「基礎条件」の吟味は赤羽裕「低
開発経済分析」岩波刊が詳細におこなっているのでとくにその第一部を参照)。山田盛太
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郎氏「日本資本主義分析」 （岩波刊)は産業資本確立期の日本資本主義の再生産構造に二
重の相互規定（顛倒的農奴主的資本と半封建的零細農耕との）をみた，いまや古典的名著
となった作品であるが，不幸にして該著のいわゆる再生産圏論には旧植民地経済一台湾は
含められていない。台湾が曽って日本経済の「経済圏」 (cconomicempire)に編入せし
められていたことの歪みと傷とが，第二次大戦後の台湾の産業構造と経済発展とに影響を
あたえたことは事実であり，国民党政治は台湾経済のこの遺産の上に臨みラデジンスキー
の内面指導をうけながら1949～53年にいたる間,いわゆる上からの｢非共産主義的農地改
革」の実施に成功するのである。 日本の旧植民地支配を払拭した台湾が，上からにしる外
からにしろ，近代「工業化」のもっとも基礎的与件としての共同体と土地封建制揚棄を成
功裡になしとげ，赤羽氏のいわゆる「内部自給型産業構造」の展開による経済的自立への
「Uターンの論理」（大塚久雄氏）を辿ったであろうか，否かについてはこの紹介はまさ
に眼光紙背に徹した人にとって否定的解答を与へているといえよう。本紹介にもみられる
台湾経済の「近代化」の軌跡は同時に赤羽氏がみごとに指摘した「出稼ぎ労働者」の性格
● ● ●
を濃厚におび経済二重化の苦渋にみちた軌跡を認めざるをえないのであり，基本的に小作
問題を解消したまま二重構造を歩む台湾経済が＜ナショナル・エコノミー＞への巨歩を印
するのにはどのような政策・戦略が不可欠かを省思すべき段階に到達しているとおもわれ
る。 （赤羽氏の「出稼ぎ労働者」論は前掲箸第二部付輸をみられる｡）以下台湾エコノミス
トの可成りオブティミスチックな現象論的アプローチの内奥にある真の問題所在に留目さ
れるようとくに緒言して「はしがき」の筆を置きたい。
1． 農業構造と農業労働力
1）歴史背景とその問題
中華民族は多産的な民族である。台湾地域においては， 1854年に家族計画運動が開始さ
れて以来，出生率の降下現象が見られ， 1969年の27.92％から73年の23.79％になり，人口
自然増加率も1969年の22.88％から73年の19.03％に下落したが（日本の2倍以上.ﾉ)，農
村においては産児制限に対する運動が都会より遅れ，家族計画普及度がまだ低い。 しか
し，農家単位のファミリー・サイズは徐々に減少しつつある。その原因は， （1）産児制限
の効果， （2）農業人口の排出である。二つの原因のうち，後の要因が特に重要である。
(第1表）
台湾地域の農業部門は植民地経済の典型でもある商品化作物を栽培する大農場経営と農
家自給性作物を生産する零細的経営という二重構造がひき続いてきたうえ，戦後の混乱期
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(第1表） 台湾の総人口と農家人口構成の推移
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農業人 口総 人 口
総増加率粗出生率自然増加率
％ ％ ％ 曇家人旱美|喜瀞|笑零基人口実数4人
1952年
1969年
1970年
1971年
1972年
1973年
8,128
14,335
14,676
14,995
15,289
15,565
46.60
27.92
27.16
25.64
24.15
23.79
36.70
22.88
22.26
20.86
19.43
19.03
4,257
6,152
5,997
5,959
5,947
5,868
670
887
880
879
880
877
6．35
6．93
6．81
6．78
6．73
6．69
50.14
23.80
21.73
19.62
18.04
出所：行政院主計処「中華民国統計月扱」各期。
民政庁「台湾人口統計｣。
における非農業部門では，輸入代替産業が発達するまでの段階においては，大陸からの移
民による危大な人口の社会増加，都市の失業人口などだけでもその労働力需要を満たすこ
とができたため，多数の農業労働力を農業部門に保留しえられたことによって，伝統的な
労働集約的な耕作・経営方法により，資本代替効果をあげることができた。その結果，米
穀・甘煮・バナナなどを中心とする農作物の生産量を引上げて，国内の人口増加の食糧需
要増加・主要輸出商品の供給を支えた。農業人口異動の停滞が非農業部門の失業率・求職
率の増加に帰結せず，当時の重大な社会問題，都市人口問題を反面に緩和させたことは無
視できない。
また，台湾地域の国民義務教育年限は1968年に6年制から9年制に延長された。従って
統計上の「経済活動人口構成」は12歳から15歳に繰上げられる結果となったが，農業にお
いては，農家単位の家族労働力中心の経営方式がおこなわれているので， 14歳以下の在学
幼少年齢人口および高老年齢人口は平素労働報酬とは無関係に，家畜家禽の飼育，農事
の手伝い労働に従事する一方，農繁期に際しては，提供される労働量はさらに多く，一般
農業労動人口と同様に， 1日単位当りの労働時間も延長する。だから台湾地域の農業部門
内部に停留し，また稼動される労働力を絶対量として，正確に把握することは極めて難し
い。
台湾地域では1953年から72年までに継続的に5回の4ケ年経済建設（開発）計画が実施
され， 73年から第6回計画に入っているが，その効果の累積に伴って，非農業部門の拡大
が続き，労働需要が急速に増大した。都市地域の「生産年齢人口」を十分吸収した上，家
庭主婦を含む都会潜在労働力人口が動員されたにもかかわらず，労働に対する超過需要は
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依然拡大の一途をたどった。
特に最近5年の間，産業都市地域圏の拡大，各地方都市の軽工業の成長・新興工業区の
普及などの結果，非農業部門に対する労働需要の主要供給源は農業人口に転化したのであ
る。
一方，農地制度も3段階にわたって改革が行われた。敷地生産性を向上させる戦略とし
て1962年から一部の農地について区画の整理を行なった上，作物専業化，品種改良を併せ
おこなった。それぞれの諸施策が実施されるたびに単位面積の収獲量が著しく上昇し，農
家所得も一時改善されたことが実証された。
しかし，農家単位経営農場面積の零細性という歴史的制約要因が依然ひきつづいた。農
業人口の減少現象は一般的には農業の労働生産性の向上を意味するものであるが，農地の
型態と規模が大型耕作機械に適合せず， また機械化が全面的に普及しておらず，そしてさ
らに農業における階級分化が停滞している段階において，農業人口のうちの高資質青少年
齢人口の流出増加は，農業の労働集約的生産による産出量増大効果をかえって制約するこ
とになった。
2）農業労働力流出の深刻化
台湾における産業構造の高度化に伴って非農業部門の需要する労働者は(1)非熟練若手労
働者（特に女子)， （2）技能労働者， （3）高水準技術者・管理職に大別されるが，農村か
ら流出当初の農業労働者は従来受けた農業教育，習熟した農業技術を放棄して，新たに非
農業部門にとって必要な技術を習得しなければならない。このような二重の技術を具有す
る流出農業人口は理論的には，工業経済の不景気局面によっては帰農し，熟練農業労働者
として活躍することも期待されうるが， 台湾の私有農地の分散性（農家所有農地が平均
3ケ所に分散しているものが26％もある｡）農家単位面積の零細性（1区画単位面積平均
(第2表） 台湾地域の農地面積の推移 (単位:ha)
’ '一世帯当り平均耕地面積'一人当り平均耕地面積耕地総面積???????? ? ???? ?
876,100
914,863
905,263
902,617
898,603
895,622
1,308
1,031
1,029
1,026
1,021
1,021
0.2058
0.1487
0.1509
0.1514
0.1511
0.1526
出所：行政院主計処「中華民国統計月扱」各期より算出。
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0.070haで，区画が調整された農地は0.25haに増大した｡),農家1世帯の経営農場及び
農業人口1人当り所有面積の零細性の進行， （第2表） さらに伝統的パターナリズムや水
田地帯に特有な経営面積の増加の困難性，傾斜地の開発の限界などの条件に制約されて，
農業労働者の長期帰農，あるいは労働集約度の強化はかえって農家の負担増加となるだけ
であって歓迎されるものではなかった。
このような背景のもとで教育水準の高い若年労働者が離農するのであるから，それが激
化すればするほど残留農業人口のうち，老齢，少年，女子労働の稼動率の比重が高まり，
農業労働力の質の低下を招来し，農業労働力の需給の均衡を失わせると同時に兼業労働力
の質量にも影響を与えた。そしてさらに農家の経営規模の零細性によって土地，資本，労
働の生産性はすべて低位に抑止され， またこれらの悪循環・相互作用が農家所得水準の上
昇，農業部門の資本形成，農産物シェーレ縮少等をひきおこした。
そこで，各回の4ケ年経済間発計画はすべて農業部門の成長を図って政策的指導を行っ
てきたが，その効果はスミスの主張した資本投下の自然秩序を無視した経済政策や灌概用
水の未発達などに著しく左右され，極めて受動的，不安定であった（第3表)。しかも農
業部門の成長率は国民総生産平均成長率， または製造業部門の成長率より相対的に低かっ
た。
(第3表） 台湾地域各期経済開発計画の実質GNP及び農業年平均成長率
（単位％）
|GNP|農業総合|農業|林業|漁業|牧畜業
’
?????
???????? ?? ????????? ????????? ????????? ??????????
?
????????
??????????? ?? ? ???????? ??????????????? ?
出所：台湾省政府新聞局「農業生産」
行政院経済統計委員会「自由中国之工業」4巻5期
3）農家収支の不均衡
一般の農家支出は前期の農家収益（農業収入と兼業収入の合計）状況を考慮して行うの
であるが，伝統的な中国式モラルでもある勤倹節約観念が強くこれが消費の増大を制約す
るのが普通であった。生産目的に必要な経常費，風水害準備，家庭内の不時支出に対する
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準備，浪費的宗教行事の支出，文化教育娯楽費，機械化のための農業資本財購入，畜力維
持費などの支出さえ節約する傾向があった。特に長い間自給食糧の確保，地代‘租税の主
食物納付を主要な生産動機とした零細的小作農家では，農業収入が不作，災害によって縮
少される場合には，農家支出は一層抑制，緊縮された。
しかし，近年，都市・農村間の交通が従来より一層発達し，労働力移動が活溌化したこ
とによって，都会的生産・消費型態，情報が農村にひろまり，農家では経営，生活の合理
化要求によって，資本財や半耐久消費財の需要が急増してきた。商品化農産物の販売代金
の現金化，非農業兼業収入の現金化が行われている上，工業生産物購入代金の分割支払い
方式なども加って，農家が高価格の資本財，半耐久消費財の購入が容易になり，また従来
箸侈品として使いえなかったものも使用され，農家の支出構造は変化し，それまでの節約
心理も著しく緩和された。これらの多角的変化によって，農家支出に占める食費支出の比
率が著しく低下して来て（エンゲル指数の低下）農家の自給目的の食糧生産の伝統的観念
を修正させる一つの要因となった。
近年，台湾地域の農家所得指数が農家支出指数より低い趨勢が続いている （第4表)。
その主な原因は農家の平均家族規模人数の減少，平均耕作面積の縮小現象の継続また農産
物価格や出稼ぎ労働報酬の上昇率を凌ぐインフレの昂進とシェーレの増大，出稼労働賃金
の実質低下などによる。農家支出負担の増加は農業経営の収益，利潤の低下，農業資本蓄
積の減少を意味し，農業労働力及びその被扶養人口を排出する積極的要因となった。
基礎資源に欠乏する台湾地域では， 1973年来の石油ショックによるインフレ影響は，当
(第4表） 台湾地域農家所得及び支出指数 （1966年-100）
所 得 指 数 支 出 指 数
総指数|農産物類|畜産物類 生産目的用品 |篭目的|財務其他’総指数?????????????? ?? ??? ??
91.67
104.92
109.69
112.92
119.16
142.18
170.66
91.23
105.98
113.07
111.47
117.57
144.96
180.50
92.55
102.85
103.13
115.74
122.28
136.79
151.60
91.23
111.25
113.87
115.36
122.05
144.20
173.55
98.01
102.30
98．78
96．06
99.50
112.66
130.98
89.72
110.05
113.95
116.95
124.44
149.29
182.09
84.90
133.18
141.96
144.85
154.24
181.83
217.21
出所：台湾省政府主計処「台湾省農民所得支出物価統計月扱」
注：毎月の上， 中，下旬の平均価格による平均数値の合計。
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然農工製品の鍼状価格差の拡大の厄をひろげ農家経済の悪化をもたらした。
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2． 農家兼業の分析
1）兼業の拡大
台湾地域の農家兼業は極めて普及化されている。零細規模農場経営を補う農家の兼業は
特に注意すべきである。
歴史的には， 日本植民地時代の農村では，吏員，公的機関雇用員，警察官，教員などの
公職的身分を兼有した傾向は近年まで引続いている。また台湾住民は一般的に勤勉である
ので，農家は農家の農業所得額のいかんにかかわらず，何らかの形で農業，あるいは非農
業部門で恒久的，季節的，臨時的兼業に従事する習慣がある。特に農地改革にあたって地
主が私有農地を払下げ時に，政府から工業部門の株券を割当てられたが，なお財産増殖目
的の兼業をおこない，他方貧困農家は肉体労働を追加提供し出稼ぎや日傭労働に従うな
ど，多様な階層間の対応をみせた。兼業の業種では，たとえば農業以外の企業経営，不動
産賃貸，金融貸付，小売店経営の外，医師，運輸関係，公務員，教員，迷信的伝導師，手
工業，農業雇用労働者，雑役，家事使用人などの用役提供があげられる。
2）兼業と農家収支との関係
台湾地域の南北両端の産業都市地域圏の拡張，全地域の農村工業化の実施工業区の普
及，高速道路の建設などによって，農村と都市との観念上の区別はようやく解消しはじめ
ている。非農業部門の労働力需要は近距離の農村からの雇用によって充足されてきた。ま
た非農業部門の企業経費活動，労働条件，報酬も相対的に合理的である上，利潤所得，労
働賃金などの増加率も農業部門にくらべて高かったため，農家収入のうち，兼業所得の上
昇率も農業所得部分を上廻り高く，農家の食糧，生活資料の購入，半耐久消費財，生活水
準向上のための支出はほとんど兼業所部分でまかなわれ，保障されてきた（第5表)。ま
た「台湾農家家計調査報告」によると，専業農家に分類されていた農家でも，農家所得の
うち，非農業兼業所得の占める比率が15％以下である場合，農家収支には赤字を示したほ
どで，兼業が台湾地域の農家にとっていかに重要な存在であるかが解る。
3）労働需要の重複
近年，台湾地域の農業の労働力不足は深刻化している。特に季節的に農繁期と農産物加
工業，あるいは他の業種の集中的生産期と重なって両方からの労働力需要が重複し，特定
地域内の労働力需給が激しい不均衡現象を起すことがしばしばあった。這大な労働力を確
保する手段としては，相互に雇用労働の賃金率を引上げるより他に途はない。
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農業は季節的な性格が強く，特に多毛作，多角的園芸作物経営の場合は，労働力の需要
が一層多量・集約的となる。雇用労働者確保の目的のために，非農業部門の賃金率を競合
して釣上げるので，農業経営の経常費増加，農産物コストの上昇を招くという経営困難性
を強め無視出来ない。
3． 農業労働力排出の分析
1）排出の条件と選択性
近年，台湾地域の経済・産業の加速的成長に併行して，各部門とも労働力需要が増大し
て来た。労働力需給の不均衡現象が激化しつつある労働市場においては，農業人口の向背
は本人及び家族構成員の生活条件の帰趨を決定するだけでなく，台湾地域の産業構造の型
態をも変容させるものであった。
しかし，農業労働者は， (1)目下の農場経営を続ける，(2)将来の農業技術革新を期待し
て，関連産業に兼業して待機する。 (3)農業に関する技術教育，活動経験，資本所有を放棄
して，新しい分野に参加する， (4)非兼業雇用労働者として活動するなど，いずれに帰着す
るとしても相当な危険性，心理的決断力を必要であり，他方，社会，経済，産業の環境の
外部的作用も重要な役割を果すことになる。これらが農業労働者の異動，定着率を決定す
ると同時に， また農村人口を左右する諸条件になる。
近年，台湾地域の産業間の収益格差は拡大しつつあって，相対的に条件の劣る農業部門
の労働力の流出は持続されているのであるが，それを加速した要因は貧農を中心としたプ
ッシュ効果と高収益企業のプル効果およびシェーレの増大である。農・工業間の断えざる
代謝，伸縮，労働移動などの作用を通して，農業労働者がその作用の程度，またその循環
現象によって排出されてきた。
しかし，農業人口の排出はそれぞれの農家においてはいわゆるペテイの法則の台湾での
貫徹に起因するが，他方台湾地域の農家単位の労働生産性の向上もそれから当然期待され
る。農業経済全体においても農業の人的資源の節約によって農業の生産性は改善され，収
獲は漸増し，労働力は効果的に各産業間に配分され，その経済価値は高揚される。
とくに排出された農業労働者が各分野において近代化されつつある労働者意識をもちは
じめ労資関係に対する認識が深化することは台湾地域の経済パターナリズムの体質の近代
化に導くものであり，経済，産業，労働構造を変革させる重要な要因の一つである。
排出された農業労働者が新しい経済環境に落ち着く場合，彼等は小単位の家族の同居を
希望する。留守構成員を呼び寄せるか，または現住地で核家族を形成するため，台湾地域
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内の人口分布や世帯人口の変化，小家族の増加がもたらされる。
2）農業労働力排出の影響
非農業部門における企業の組織化，規模の拡大，経営合理化などが遂行された結果，相
対的に良好な雇用条件で多量の農村労働力を吸収し続けてきた。大規模企業においては主
要生産過程の資本集約的設備を効率的に稼動し，その従業員の賃金率を仮りに農家所得と
同水準に押えても，工業労働者は就労中のエネルギー消耗量が農業に比較してより軽微で
あるため，喜んでそれに転業就労する。一方中小規模の軽工業部門，組立て流れ作業の企
業では若年，特に未婚女子未熟練労働者を希望する。それは農家の潜在労働力である主
婦，義務教育修了後あるいはそれ以上の学校を卒業した女子家族構成員を動員する誘因と
なる。これらは離村することなしに附近の非農業部門で活動するケースが多いが，農家の
農業労働からは完全に離脱させることになる。
農業から流出した労働力は公害，職業病，労働条件などに警戒心をいだきながら新しい
労働に参加することは， 自宅兼業と違って，新しい生活や労資関係に入ることになる。そ
のことは労働者本人の労働意欲，心理， 人生観に重大な影響を与え，複雑な人間社会関
係，生活環境，合理的な企業営理理念に順応するための自己訓練を要求する。一方，人口
が都市に集中すると，近代化産業都市の醸成する功利的個人主義が流入農業労働力のもっ
た伝統的なパターナリズムや家族主義を解体させ，農家構造は分解し，家庭の桝上，家族
構成員間の連帯感の薄弱化をひきおこすのであり，台湾農村のこの変容の起点はやはり土
地改革にあったといえよう。また持続的に農業労働者の大量投入によって新しい社会経済
問題を惹起して，革新的，進歩的な制度の創設，実施が要求されるに至った。近年台湾地
域の人口（とくに労働者）の生活福祉向上に資する法律や設備が漸次おこなわれてきたこ
とはその結果である。
4． 結
????、
第二次大戦後の数回にあたる台湾農地改革政策は身分法的な農地所有権の改正や農家労
働力の家族的構造の分解などにたいし直接の介入は試みなかった。また農地改革の段階に
おいては，台湾住民のうちに多くの新な農業経営希望者や，農業技術所有の農業労働者に
対して払下げ地の取得や農家経営を制限した背景もあって，近年の農業部門には非農業人
口・非農業労働力を吸収する体制が整備されていなかった。農業労働者が持続的に多量に
流出しているにもかかわらず，外部から農村への流入条件は乏しかったため農業部門の労
働力不足分は補填されなかったのである。とくに一部分の地域または特定農産物において
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は機械・肥料・設備・其他の生産要素を追加投入しても労働代替効果が実らない先天的作
物があるため，必要な農業労働力を確保するには合理的な農業雇用労働賃金体系を制度化
しなければならない。
一方，農家の事業増加は過剰労働力の流動性や，家計補助のような単純な要因によって
のみ起ったものではなかった。農業の経営近代化，生産性向上，農業労働力構造の再編成
を潜在的に要求するという意味が多く，農業経済から工業経済に変化する産業構造内部の
ペティの法則化の動きであるため，その兼業趨勢は政策的に抑制されうるものでなく，む
しろ戦略的に労働者の配置転換や，定着化を促す踏台として，技能養成の手段として制度
化すべきものであるかに考えられる。
経済・社会構造が近代化するに伴って農業人口の減少は必然的な現象である。問題は農
業部門の人的資源をいかに高い生産性の生産要素として経済総体に供給して，スミス的原
理としての農→商→工の市場形成と国民経済の自立を確保するかにある。また近年一般に
いわれている農業労働力不足とは労働集約的生産方式，および土地生生性の低位に基盤を
置いたものであって，高い労働生産性のもとに発生した労働力不足ではない点に留意すべ
きである。
以上台湾における1969～73年のいわば農地改革以降の農業生産構造わけてそこでの労働
力構造を通観して気づかさせられるのは，商品交換の上に立つ社会的分業の自立体系を「
国民経済」と呼ぶなら（大塚久雄「国民経済」弘文堂第1部をみよ)，まさに＜ナショナ
ル・インダストリー＞の未熟，経済の＜ナチュラルオーダー＞としての労働生産性の高い
農耕とそこから生じる余剰の交換を通じて形成される市場拡大に根をおろした「農業の末
青」たる工業の発展ではなくて，むしろそれに逆行する＜二重経済＞の形成これである。
非社会主義的農地改革の戦後における数少い成功例の一つとして詳価された台湾の農地改
革が約束したかにみえるその後の豊饒な経済の自生的発展は二重経済化によって裏切られ
つつあるかにみえる（輸入された欧米資本主義と土着のアジア的零細農耕制度との「二重
構造」の例については川田侃「現代国際経済論」岩波刊第4章をみよ)。とくに台湾の
「工業化」が均分相続の影響もあって農家戸数と世帯当り人口数の停帯傾向（世帯当り耕
作面積の減少.／）を脱し得ず， 日米華と土着資本主導による資本主義一工業が農村からプ
ッシュされる過剰労働力を就業しつくすことができず，漸次潜在的過剰人口を増大せしめ
るいる今日，そして経済開発の十年計画も廿年計画もともについえた今日，台湾経済はま
さに「農業の末窟」としてのあたらしい「工業化」の論理と戦略とを要請しているといえ
よう。農地改革の成功によって小作問題は解消されたが（現在小作農家は全農家の8％で
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小作料は器),農産物自給率の低下と地価の騰貴と耕作規模の減少傾向とは一子相続制
の検討にみられるごとく，あらたな土地改革以後の農業問題を提起してきており， この農
業問題は「工業化」の論理と有機的にむすびついて台湾経済の帰趨を決するであろう。思
えば， 日本や台湾が成功せしめた第二次大戦後の「農地改革」は外から乃至上からのもの
であっても，まこと「工業化｣｢近代化」の基礎条件となるべきものである。台湾は「土地
改革」の成功によって小作問題の根を絶つとともに＜農業の末窟＞としての小規模諸工業
を多角的に土着せしめそれらを赤羽氏のいわゆる「内部自給型産業構造」ともいうべき再
生産圏を編成して＜ナショナル・エコノミー＞への志向を歩むべきであった。併し台湾の
旧帝国主義支配後退後の南北問題の局面は嫌応なしに台湾の工業化を輸入資本（日・米・
華）と民族資本の連携・競合による，一種の輸入資本主義主導の二重経済・産業構造化へ
の道程を辿らざるをえなくさせた。本研究ノートは「農地改革」が台湾に約束したかにみ
えた真の「工業化」「近代化」が実はそれらの歪曲化・二重構造化に帰結せしめられてゆ
く一局面を1969～1973年の間に限り，台湾エコノミストの可成りオプテイミステイックな
レポートを披露することによって介間みたわけである。
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